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これまで災害研究といえば、工学系の防災学や都市計画学を連想するのが
一般的であった。建物や都市インフラの防災を主眼とした土木工学や都市工
学が、その中心を担ってきたからである。
ところが、とくに阪神・淡路大震災以降、被災地における「人間生活の復
興」に焦点を合わせる研究の必要性が痛感されてきた。それは、災害によっ
てダメージを受けた人々の「暮らし」「住まい」「コミュニティ生活」がどの
ように復興していくのか、また、そのためにはどのような社会的・法的な制
度が有効なのかを研究課題とする。このような「人間生活の復興」に関する
災害研究のためには、社会学、社会福祉学、法学、行政学、経済学、心理学、
さらには美学・芸術学などの人文・社会科学系の調査研究が不可欠になる。
関西学院大学では、2003年度から、「人間生活の復興」を目指す災害研究
に力を入れてきた。同時期に採択された 21世紀 COE プログラム「『人類の
幸福に資する社会調査』の研究」と目的を共有することから、学術的な調査
研究の一部を COE プログラムの一環に組み込み研究活動を進めてきた。
阪神・淡路大震災 10周年を迎えた 2005年 1月には、人文・社会科学系で
は全国初の「災害復興制度研究所」が設立され、21世紀 COE プログラムの
メンバーをはじめ、学内外の多数の専門家・有識者を研究員に迎えて本格的
な調査研究および社会連携活動が展開されている。現在、全国的な「災害復
興学会」の立ち上げに向けた準備が進められている。
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本特集「災害復興制度の研究」は、以上のような研究活動の学術的成果の
一端を披瀝するものである。以下、各論文を概観しよう。
宮原浩二郎「『復興』とは何か──再生型災害復興と成熟社会」は、マス
メディアや学術書、行政実務や各種法令の検討を通して、「復興」概念がは
らむ「都市開発」と「生活再生」の両義性を明らかにし、今後の成熟社会に
おける「再生型復興」の重要性を指摘する。同時に、「復興」のもつ感性的
次元に注目し、「社会美学的」復興調査を提案する。
荏原明則「被災者生活再建支援の制度化と課題」は、災害復興施策に関す
る全国自治体調査を踏まえ、災害救助法および災害対策基本法の役割、戦後
の住宅政策の展開、地方自治体による住宅再建施策について検討する。とく
に、住宅再建支援に注目しつつ、「条例」「制度要綱」「暫定措置」の区別を
法制度論的観点から検討している。
山崎栄一「自治体による被災者への独自施策」は、同じく災害復興施策に
関する全国自治体調査を踏まえ、地方自治体が国の被災者支援制度の不備を
補うために「独自に」行っている多様な施策（いわゆる「上乗せ」「横だ
し」）を詳細に分析し、その法的な根拠づけを検討する。同時に、縦割り行
政や被災者支援の地域格差の問題を指摘する。
村上芳夫「米国・緊急事態管理庁の組織再編とその影響」では、ハリケー
ン・カトリーナによるニューオリンズ大災害で欠陥が指摘された緊急事態管
理庁（FEMA）の組織運営を政治構造論的に検討する。9.11以後のブッシュ
政権による FEMA の「格下げ」にともなう混乱を、クリントン政権による
組織改革の成果と対比的に明らかにする。
山泰幸「『象徴的復興』とは何か」は、近年の災害復興において強調され
る「ソフト面への配慮・工夫」の実質を文化人類学の儀礼論を導入しつつ理
論化する。土木工事だけでなく「復興儀礼」を通じた意味体系のレベルでの
復興の必要性を提起し、旧山古志村や玄界島の現地調査を踏まえ、「象徴的
復興」の現実性を検討する。
池埜聡「How does clinical workers’ victimization history affect their working
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relationship with the survivors of the Great Hanshin-Awaji Earthquake? ― An ex-
ploratory study for the establishment of post-disaster clinical services」は、被災
者をサポートした臨床活動従事者（ソーシャルワーカー、臨床心理士など）
が自らも被災者であった事実に着目している。その固有の困難と課題を、詳
細な面接調査を通じて明らかにし、臨床活動従事者に対するサポートの必要
性を指摘する。
石田淳・坂健次・浜田宏「住宅再建共済制度に関する数理社会学的考察
I──資産ダメージ率の分析」、浜田宏・石田淳・坂健次「住宅再建共済制
度に関する数理社会学的考察 II──加入率の分析」、坂健次・浜田宏・石
田淳「住宅再建共済制度に関する数理社会学的考察 III──行政コストの分
析」は、大震災後の教訓を踏まえ、被災者の住宅再建を後押しするための新
たな仕組みとして注目された兵庫県「住宅再建共済制度」の有効性を検討す
る一連の論考である。「年額 5,000円で全壊住宅の再建に 600万円の給付」
として 2005年 9月から制度運用が開始され、加入世帯数、負担金、給付金
が確定でき、住宅倒壊率や災害発生スパンなどがある程度推測できることか
ら、数理的分析の手法が用いられている。分析の結果、この共済制度が資産
すべてを失う世帯比率を減少させること、今後の加入率については合理的選
択理論に基づく予測モデルが構築可能であること、行政コストは加入率の向
上によって減少すること、など様々な知見が得られている。
山中茂樹「災害復興基本法への道」は、設立後ほぼ 2年を経過した災害復
興制度研究所からの活動報告であると同時に、「災害復興基本法」提案に向
けて解決すべき様々な問題点を整理したものである。「人間復興」の理念、
格差社会と過疎問題、現行の災害法制の欠陥とその統合・整理の可能性など
の論点を、各被災地が直面している具体的問題に即して詳細に提示してい
る。
以上、「人間生活の復興」に資する災害研究として、また、災害復興のた
めの法的・社会的制度の充実に資する調査研究として、さらには、人文・社
会科学系の災害研究の確立に向けた試みとして、読者諸賢からの忌憚ない意
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見と評価を頂ければ幸いである。また、今後も研究成果をさまざまなメディ
アを通じて継続的に発表していく予定であり、より多くの人文・社会科学系
の研究者が災害復興研究に参入されることを期待したい。
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